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1 2010 年（日本のデータは 2009 年）の子どもの貧困率について、OECD.Stat の Income Distribution and Poverty : 
Child Poverty - old and new income definitions（http://stats.oecd.org/Index.aspx?QueryId=70339 2016 年 1 月 23 日
ア ク セ ス ） を 参 照 。 2011 年 の 家 族 関 係 支 出 に つ い て 、 OECD Family Database


































得も独立に小学 6 年生と中学 3 年生の国語と算数・数学の学力に正の効果をもつことを示
した。卯月・末冨（2015）は、父親と母親の学歴とひとり親世帯か否かを統制した上でも、
世帯所得に基づく相対的貧困が小学 6 年生と中学 3 年生の国語と算数・数学の学力と学校
外学習時間に負の効果をもつことを示した。 
 海外では日本より多くの研究が進められており、しかも方法論的にも世帯所得の因果的























もう一つは家族ストレスモデルと呼ばれる（Conger and Donnellan, 2007; Cooper and Stewart, 
2013; Mayer, 1997）。 









































ないわけではない。「平成 26 年度子供の学習費調査」の結果によれば、年収 400 万円未満の




















塚 2006; 高田 2008; 志水 2012; 松岡 2015）に関連する変数の媒介効果との比較を試みる。
社会関係資本とは人々の関係の中に生まれる信頼、互酬性の規範、絆のことであり（稲葉
2011）、学校教育に関連する親の社会関係資本は、子育てや教育についての相談相手の有無
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SC にも反映されていないもの）の影響により、HI は ε と相関し、β1 は過大推定される可
能性がある。そのため β1 は世帯所得の因果的効果を厳密に特定しているわけではないこと
に留意した解釈が必要である。 
次に SPと SBを順に投入し、β1 が小さくなるかどうか検討する。β1が小さくなれば、世
帯所得の効果は教育支出と教育費負担感を媒介にして生じていることを示唆する。それと

















護者調査が行われたのは、これまで 2013 年度の一度だけである。2013 年度の児童生徒調査
と学校調査は全数調査として実施されたが、保護者調査は全国から無作為抽出された公立
小学校 430 校と公立中学校 414 校で実施された。本稿の分析に使用するサンプルは、家庭
の状況に関する変数の入手可能な、保護者調査の対象となった児童生徒である。 
被説明変数である国語と算数・数学の学力の変数には、各教科の A 問題（基礎・基本）






勉強している時間で、学習塾や家庭教師の時間を含む。平日 1 日当たりと土日 1 日当たり
のそれぞれの回答について、選択肢の時間幅の中央値（平日の 3 時間以上には 3.5、土日の
4 時間以上には 4.5）を割り当て、平日 1 日当たりの学校外学習時間×5 と土日 1 日当たり





を作成し、その高さに基づきサンプルを 5 つのグループに分け、最も低いグループを第 1 五
分位グループ、最も高いグループを第 5 五分位グループとする。等価可処分世帯所得の連続
変数は以下の手続きで作成する。「学力調査」の保護者調査の世帯所得に関する質問では、
税込み年収について 12 個の区間（200 万円未満、200 万円以上～300 万円未満…略…1,200
万円以上～1,500 万円未満、1500 万円以上）からあてはまるものを一つ選ぶことになってい





                                                  
3 A 問題と B 問題の正答数を合計することにより、正答数の分布の歪み（skewness）はある程度減少する。
性質の異なる調査問題の正答数を重み付けなく合計するという限界は残るが、調査問題ごとの正答数も、
難易度の異なる設問 1 問の正答につき全て 1 として加算しているため、類似の限界はある。正答した問題
の性質や難易度を区別した学力スコアの検討については今後の課題とする。 
4 区間回帰分析は、Stata14 の intreg のコマンドを使用して行った。区間回帰分析を行わず、各区間の真ん
中の値で置き換える方法で連続変数を作成した場合、等価可処分世帯所得へと変換した後も、いくつかの



























ける 1 か月あたりの平均の支出」を尋ねている。9 つの選択肢（支出はまったくない、5 千
円未満、5 千円以上～1 万円未満…略…3 万円以上～5 万円未満、5 万円以上）から得られた
回答に、それぞれの区間の中央値（5 万円以上には 6）を割り当て、連続変数にして分析に
用いる6。 
 教育費負担感については、調査対象の子ども 1 人の教育にかかる支出が家計に与える負
担の程度についての親の回答を変数として用いる。学校外教育支出の質問の直後で尋ねら
れているが、教育費負担感の対象は学校外教育に限定されていないため、学校外教育支出が

























   
3.3 世帯所得と学校外教育支出、教育費負担感の関連 
 学校外教育支出が世帯所得に関連していることは、「学力調査」の結果（浜野 2014）や「平
成 26 年度子供の学習費調査」の結果（文部科学省 2015）からも明らかだが、本稿で用いる
世帯所得グループの変数に基づいて改めて確認する。表 1 に示すように、小学 6 年生全体
で学校外教育への支出がないのは 12%であるが、第 1 五分位グループでは 26％、第 2 五分
位グループでは 17％である。中学 3 年生では支出のない割合が若干増えて全体で 16％であ
り、第 1 五分位グループでは 31％、第 2 五分位グループでは 21％である。また、支出なし
を支出額 0 とみなした場合の支出額の中央値は、小学 6 年生全体と中学 3 年生全体では同
様に 1 万～1 万 5 千円であるが、小学 6 年生の第 1 五分位グループと第 2 五分位グループ、
および中学 3 年生の第 1 五分位グループでは 5 千円～1 万円である。他方、小学 6 年生の第
5 五分位グループでは 2 万～2 万 5 千円、中学 3 年生の第 5 第 5 五分位グループでは 2 万 5











想定される。ここで特に注目したいのは、典型的な支出額である 1 万～1 万 5 千円を支出す 
                                                  
7 分析で使用する変数の記述統計量を付表 1 に示す。 
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表 1 世帯所得グループ別の学校外教育支出と教育費負担感の分布（各回答の占める割合（％）） 
 
注：ウェイト調整後の推定値。括弧内の数値は標準誤差（文部科学省より提供されたジャックナイフウェイト及びジャックナイフ乗数を用いて推計）。学校外教育

































第1五分位グループ 26.4 20.5 26.8 12.5 6.4 3.4 1.9 1.1 1.0 12.2 33.3 38.3 16.1
(1.1) (1.0) (1.2) (0.9) (0.7) (0.4) (0.3) (0.3) (0.3) (0.8) (1.2) (1.3) (1.0)
第2五分位グループ 17.3 17.5 27.5 18.0 10.2 4.5 2.7 1.8 0.5 12.3 34.5 42.2 11.0
(0.9) (0.9) (1.1) (0.9) (0.9) (0.5) (0.4) (0.3) (0.2) (0.8) (1.2) (1.3) (0.8)
第3五分位グループ 9.8 14.2 28.4 20.8 11.9 6.8 2.9 4.0 1.2 11.4 39.7 39.5 9.4
(0.7) (0.8) (1.1) (1.1) (0.9) (0.6) (0.4) (0.6) (0.3) (0.8) (1.3) (1.3) (0.8)
第4五分位グループ 7.3 11.1 20.4 20.6 14.0 9.7 7.0 6.6 3.3 10.1 44.8 38.2 6.9
(0.6) (0.8) (1.0) (1.0) (0.9) (0.8) (0.7) (0.7) (0.5) (0.8) (1.3) (1.3) (0.6)
第5五分位グループ 3.1 5.5 13.8 15.2 12.2 11.7 9.5 15.8 13.1 12.9 42.8 36.8 7.5
(0.4) (0.5) (0.8) (0.9) (0.8) (0.8) (0.8) (1.0) (0.8) (0.8) (1.3) (1.2) (0.7)
全体 12.2 13.4 23.2 17.4 11.2 7.5 4.9 6.2 4.0 11.7 39.4 39.0 9.9

































第1五分位グループ 31.3 10.2 14.9 9.6 9.8 9.4 7.0 6.7 1.0 9.3 24.9 39.5 26.4
(0.9) (0.6) (0.7) (0.6) (0.6) (0.6) (0.5) (0.5) (0.2) (0.5) (0.8) (1.0) (0.9)
第2五分位グループ 20.5 7.8 15.2 10.7 11.3 12.9 10.7 9.7 1.3 8.5 27.4 42.0 22.1
(0.7) (0.5) (0.7) (0.6) (0.6) (0.7) (0.6) (0.6) (0.2) (0.5) (0.9) (0.9) (0.8)
第3五分位グループ 13.8 6.6 13.6 10.4 11.7 14.6 13.8 13.6 1.8 7.7 26.5 45.4 20.3
(0.6) (0.4) (0.6) (0.6) (0.6) (0.7) (0.7) (0.6) (0.3) (0.5) (0.8) (0.9) (0.8)
第4五分位グループ 10.2 4.2 12.0 9.2 11.8 14.8 15.3 19.7 2.8 7.9 27.8 45.7 18.6
(0.5) (0.3) (0.6) (0.5) (0.6) (0.7) (0.7) (0.7) (0.3) (0.5) (0.8) (0.9) (0.7)
第5五分位グループ 5.3 3.5 7.9 6.7 8.5 12.9 17.0 30.9 7.3 9.1 32.8 44.5 13.6
(0.4) (0.3) (0.5) (0.5) (0.5) (0.6) (0.7) (0.8) (0.5) (0.5) (0.9) (0.9) (0.6)
全体 15.8 6.4 12.4 9.2 10.6 13.1 12.9 16.8 2.9 8.6 27.9 43.6 19.9





図 2 世帯所得グループ別、学校外教育支出の金額別の教育費負担感 
 












































図 2 続き 
 

















































































表 2 世帯所得の学力・学校外学習時間に対する効果  （OLS） 
 
注：（1）列から（6）列はモデル 1 からモデル 6 の推定結果をそれぞれ示し、各モデルに投入した世帯所得グループ変数以外の変数は以下の通り。モデル 1…性別、都道府県、
回答者続柄、モデル 2 …モデル 1 の変数、世帯の社会的特性に関する変数（ひとり親世帯、父親の学歴、母親の学歴、年上のきょうだい数）、モデル 3…モデル 2 の変数、学
校外教育支出、モデル 4…モデル 3 の変数、教育費負担感、モデル 5…モデル 3 の変数、親の社会関係（友人・知人の数）、学校教育参加（学校行事への参加、学校の教育目標
の認知）、モデル 6…モデル 1 から 5 で投入した全ての変数。括弧内の数値は標準誤差（学校内の誤差項の相関と不均一分散に対して頑健）。世帯所得について無回答のケース
も、そのことをダミー変数で識別して分析に用いているが、無回答グループの係数の表示は省略する。      
+ p<0.10, * p<0.05, ** p<0.01 
   
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6)
世帯所得グループ（基準：第1五分位グループ）
第2五分位グループ 1.63** 0.58* 0.47+ 0.40 0.56* 0.38 2.41** 1.24** 1.14** 1.08** 1.21** 1.06** 0.03 0.00 -0.03 -0.03 -0.00 -0.03
(0.29) (0.28) (0.28) (0.28) (0.28) (0.28) (0.30) (0.30) (0.30) (0.30) (0.30) (0.30) (0.02) (0.03) (0.02) (0.02) (0.03) (0.02)
第3五分位グループ 3.37** 1.52** 1.24** 1.11** 1.50** 1.10** 4.11** 2.10** 1.85** 1.74** 2.06** 1.71** 0.15** 0.07* -0.01 -0.01 0.07* -0.01
(0.29) (0.30) (0.29) (0.29) (0.30) (0.29) (0.31) (0.33) (0.32) (0.32) (0.33) (0.32) (0.03) (0.03) (0.03) (0.03) (0.03) (0.03)
第4五分位グループ 4.87** 2.14** 1.62** 1.41** 2.13** 1.41** 5.74** 2.89** 2.42** 2.24** 2.86** 2.23** 0.29** 0.17** 0.01 0.02 0.17** 0.02
(0.31) (0.31) (0.30) (0.31) (0.31) (0.31) (0.30) (0.31) (0.31) (0.31) (0.31) (0.31) (0.03) (0.03) (0.02) (0.02) (0.03) (0.02)
第5五分位グループ 7.50** 3.42** 2.12** 1.78** 3.41** 1.79** 8.05** 3.90** 2.75** 2.46** 3.87** 2.46** 0.64** 0.44** 0.06* 0.07** 0.44** 0.07**
(0.34) (0.33) (0.32) (0.33) (0.33) (0.32) (0.34) (0.34) (0.34) (0.34) (0.34) (0.34) (0.04) (0.03) (0.03) (0.03) (0.03) (0.03)
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6)
世帯所得グループ（基準：第1五分位グループ）
第2五分位グループ 1.68** 0.86** 0.86** 0.73** 0.82** 0.71** 1.77** 0.67** 0.55* 0.42+ 0.62** 0.39+ 0.10** 0.04* -0.02 -0.02 0.04+ -0.02
(0.22) (0.23) (0.23) (0.24) (0.23) (0.23) (0.23) (0.24) (0.23) (0.23) (0.24) (0.23) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02)
第3五分位グループ 3.03** 1.65** 1.66** 1.45** 1.61** 1.42** 3.71** 1.90** 1.71** 1.49** 1.83** 1.44** 0.21** 0.12** 0.02 0.02 0.11** 0.02
(0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.25) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02)
第4五分位グループ 4.65** 2.66** 2.66** 2.35** 2.59** 2.30** 5.91** 3.34** 3.05** 2.71** 3.24** 2.65** 0.33** 0.21** 0.05* 0.06* 0.20** 0.05*
(0.23) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.24) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02) (0.02)
第5五分位グループ 6.29** 3.19** 3.20** 2.65** 3.10** 2.60** 8.21** 4.30** 3.83** 3.25** 4.18** 3.18** 0.54** 0.36** 0.10** 0.12** 0.35** 0.12**



























てどのような効果をもつか示したのが表 3 である。この表には、表 2 の（6）列のモデルの








































第2五分位グループ 0.38 1.06** -0.03 0.71** 0.39+ -0.02
(0.28) (0.30) (0.02) (0.23) (0.23) (0.02)
第3五分位グループ 1.10** 1.71** -0.01 1.42** 1.44** 0.02
(0.29) (0.32) (0.03) (0.25) (0.25) (0.02)
第4五分位グループ 1.41** 2.23** 0.02 2.30** 2.65** 0.05*
(0.31) (0.31) (0.02) (0.24) (0.24) (0.02)
第5五分位グループ 1.79** 2.46** 0.07** 2.60** 3.18** 0.12**
(0.32) (0.34) (0.03) (0.24) (0.25) (0.02)
ひとり親世帯 -1.53** -1.55** -0.01 -0.41+ -0.98** -0.08**
(0.29) (0.33) (0.02) (0.22) (0.21) (0.02)
年上のきょうだい数 -0.96** -0.68** -0.00 -1.08** -0.90** -0.06**
(0.10) (0.09) (0.01) (0.08) (0.08) (0.01)
父親学歴(基準：高校卒業）
中学卒業 -2.02** -2.16** -0.04 -2.07** -2.50** -0.06*
(0.35) (0.40) (0.03) (0.31) (0.29) (0.03)
短大・高専または専門学校卒業 0.71** 0.90** 0.03 0.63** 0.72** 0.05**
(0.23) (0.24) (0.02) (0.20) (0.19) (0.02)
大学卒業 2.96** 2.87** 0.09** 2.86** 3.28** 0.10**
(0.21) (0.20) (0.02) (0.17) (0.17) (0.02)
母親学歴(基準：高校卒業）
中学卒業 -1.57** -2.38** -0.12** -2.60** -2.89** -0.07*
(0.49) (0.54) (0.04) (0.38) (0.35) (0.03)
短大・高専または専門学校卒業 1.18** 1.52** 0.01 1.41** 1.71** 0.05**
(0.19) (0.18) (0.02) (0.14) (0.13) (0.01)
大学卒業 3.83** 3.77** 0.02 3.43** 4.24** 0.14**
(0.28) (0.27) (0.03) (0.21) (0.23) (0.02)
学校外教育支出（万円） 1.36** 1.19** 0.36** 0.25** 0.70** 0.23**
(0.07) (0.07) (0.01) (0.06) (0.06) (0.01)
教育支出の負担感(基準：負担に感じない）
やや負担に感じる -0.70** -0.61** 0.03 -1.14** -1.08** 0.09**
(0.16) (0.16) (0.02) (0.16) (0.16) (0.01)
　 とても負担に感じる -1.28** -1.03** 0.05+ -1.96** -2.08** 0.07**
(0.28) (0.29) (0.03) (0.20) (0.22) (0.02)
相談できる友人・知人(基準：あまりいない・全くいない）
ある程度いる 0.07 0.34 -0.00 -0.25 -0.10 -0.00
(0.23) (0.24) (0.02) (0.17) (0.16) (0.02)
　 たくさんいる -0.76** -0.24 -0.03 -0.95** -0.73** -0.08**
(0.28) (0.28) (0.03) (0.20) (0.21) (0.02)
学校行事への参加（基準：あまりしない・全くしない）
時々する 0.37 1.04+ 0.05 0.13 0.32 0.04*
(0.50) (0.53) (0.04) (0.19) (0.20) (0.02)
よくする 1.26* 1.86** 0.02 1.20** 1.59** 0.12**
(0.50) (0.51) (0.04) (0.20) (0.21) (0.02)
学校の教育目標や方策（基準：知らない）
知っている 0.28+ 0.41* 0.03* 0.73** 0.59** 0.07**
(0.16) (0.17) (0.02) (0.13) (0.12) (0.01)
標本サイズ 13650 13649 13623 23203 23215 23181


























表 4 に、年間の等価可処分世帯所得が 10 万円高い場合、国語と算数・数学の学力がどれ
だけ高いか、あるいは学校外学習時間がどれだけ長いかを、世帯所得グループ別に示す。表
4 の（1）列から（6）列の推定モデルでは、表 2 の（1）列から（6）列の推定モデルと、世
帯所得以外は全て同様の変数を用いている。厳密には同一世帯の所得の増加の効果を示す
わけではないが、（2）列の係数は、所得水準が類似し、かつ世帯の社会的特性が同様の世帯
どうしで所得が 10 万円高い世帯と低い世帯を比較した結果であるため、世帯所得が 10 万


























(1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6)
第1五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.413** 0.328** 0.281** 0.266** 0.331** 0.271** 0.538** 0.387** 0.338** 0.322** 0.382** 0.318** 0.004 -0.001 -0.012+ -0.012+ -0.001 -0.012+
(0.065) (0.083) (0.083) (0.082) (0.083) (0.082) (0.074) (0.086) (0.086) (0.086) (0.085) (0.085) (0.006) (0.007) (0.007) (0.007) (0.007) (0.007)
第2五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.162 0.064 0.026 0.017 0.079 0.033 0.155 0.061 0.027 0.022 0.073 0.035 0.002 -0.001 -0.011 -0.011 -0.000 -0.011
(0.122) (0.117) (0.116) (0.116) (0.117) (0.117) (0.127) (0.122) (0.122) (0.124) (0.123) (0.125) (0.011) (0.010) (0.010) (0.010) (0.011) (0.010)
第3五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.258* 0.084 0.004 -0.001 0.090 0.006 0.216 0.047 -0.038 -0.037 0.049 -0.032 0.034** 0.027* 0.008 0.008 0.027* 0.008
(0.127) (0.123) (0.122) (0.123) (0.123) (0.122) (0.133) (0.130) (0.129) (0.130) (0.128) (0.128) (0.011) (0.011) (0.010) (0.010) (0.011) (0.010)
第4五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.255** 0.202* 0.165+ 0.152+ 0.202* 0.151+ 0.232* 0.184* 0.152+ 0.143+ 0.184* 0.144 0.029** 0.027** 0.015 0.017+ 0.027* 0.017+
(0.091) (0.089) (0.090) (0.090) (0.090) (0.090) (0.090) (0.086) (0.086) (0.087) (0.087) (0.087) (0.010) (0.010) (0.009) (0.009) (0.010) (0.009)
第5五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.096** 0.054** -0.011 -0.027 0.053** -0.028 0.060** 0.020 -0.034+ -0.042* 0.018 -0.044* 0.025** 0.024** 0.002 0.003 0.024** 0.003





表 4 続き 
 
注：世帯所得の変数以外は表 2 と同様のモデルを推定した結果である。（1）列から（6）列は、モデル 1 からモデル 6 の推定結果をそれぞれ示し、各モデルに投入した世帯所得グルー
プ変数以外の変数は以下の通り。モデル 1…性別、都道府県、回答者続柄、モデル 2 …モデル 1 の変数、世帯の社会的特性に関する変数（ひとり親世帯、父親の学歴、母親の学歴、年
上のきょうだい数）、モデル 3…モデル 2 の変数、学校外教育支出、モデル 4…モデル 3 の変数、教育費負担感、モデル 5…モデル 3 の変数、親の社会関係（友人・知人の数）、学校教
育参加（学校行事への参加、学校の教育目標の認知）、モデル 6…モデル 1 から 5 で投入した全ての変数。括弧内の数値は標準誤差（学校内の誤差項の相関と不均一分散に対して頑健）。  
+ p<0.10, * p<0.05, ** p<0.01 
   
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6) (1) (2) (3) (4) (5) (6)
第1五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.356** 0.229** 0.233** 0.207** 0.220** 0.199** 0.421** 0.253** 0.230** 0.206** 0.245** 0.200** 0.026** 0.019** 0.008 0.009 0.019** 0.008
(0.058) (0.067) (0.067) (0.068) (0.066) (0.068) (0.052) (0.062) (0.063) (0.064) (0.062) (0.063) (0.005) (0.006) (0.006) (0.006) (0.006) (0.006)
第2五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.347** 0.283** 0.285** 0.269** 0.293** 0.280** 0.245* 0.154 0.148 0.131 0.160+ 0.138 0.005 0.001 -0.003 -0.002 0.002 -0.001
(0.097) (0.095) (0.095) (0.095) (0.094) (0.094) (0.098) (0.095) (0.095) (0.095) (0.095) (0.095) (0.009) (0.009) (0.008) (0.008) (0.009) (0.008)
第3五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.346** 0.219* 0.220* 0.194+ 0.216* 0.192+ 0.456** 0.288** 0.271** 0.250* 0.284** 0.248* 0.017+ 0.008 -0.001 0.001 0.007 0.000
(0.103) (0.103) (0.103) (0.103) (0.103) (0.103) (0.101) (0.098) (0.098) (0.098) (0.098) (0.098) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009)
第4五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.363** 0.244** 0.246** 0.235** 0.241** 0.232** 0.420** 0.272** 0.258** 0.246** 0.268** 0.243** 0.024** 0.017* 0.005 0.006 0.017* 0.006
(0.071) (0.070) (0.069) (0.069) (0.069) (0.069) (0.072) (0.070) (0.069) (0.069) (0.070) (0.069) (0.007) (0.007) (0.007) (0.007) (0.007) (0.007)
第5五分位グループ
世帯所得（10万円） 0.063** 0.018 0.019 0.001 0.014 -0.002 0.078** 0.021 0.015 -0.009 0.017 -0.011 0.003 0.000 -0.004+ -0.003 0.000 -0.003







ついても小学 6 年生と中学 3 年生では状況が異なる。小学 6 年生では、所得が真ん中（第 3
五分位グループ）より高い世帯で、所得増加に応じて学校外学習時間が長くなる効果が見ら
れるが、より所得の低い世帯ではその効果は見られない。中学 3 年生では世帯所得が最も低











本稿は、世帯所得が小学 6 年生と中学 3 年生の国語と算数・数学の学力、学校外学習時間
に対し、世帯構成や親の学歴を統制した後も正の効果をもつことを改めて確認した。これら
の世帯所得の効果は、部分的は世帯所得が学校外教育支出に影響を与えることにより説明
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付表 1 使用変数の記述統計量 
 
注：標本サイズは表 3 を参照。偏差値の平均値と標準偏差がそれぞれちょうど 50 と 10 にならないのは、
有効標本のみに基づいているため。性別、都道府県、回答者の続柄は省略。 
平均値 S.D. 最小値 最大値 平均値 S.D. 最小値 最大値
国語の正答数の偏差値 49.89 9.83 20.73 69.98 50.15 9.86 7.00 64.23
算数・数学の正答数の偏差値 49.94 9.88 12.98 65.30 50.09 9.95 23.03 69.46
1日当たり学校外学習時間（時間） 1.55 0.95 0 3.79 1.71 0.96 0 3.79
世帯所得グループ
第1四分位グループ 0.18 0.39 0 1 0.18 0.38 0 1
第2四分位グループ 0.19 0.39 0 1 0.19 0.39 0 1
第3四分位グループ 0.19 0.39 0 1 0.19 0.39 0 1
第4四分位グループ 0.19 0.39 0 1 0.19 0.39 0 1
第5四分位グループ 0.19 0.39 0 1 0.19 0.39 0 1
欠損 0.07 0.26 0 1 0.07 0.26 0 1
世帯類型
ふたり親世帯 0.84 0.36 0 1 0.82 0.39 0 1
ひとり親世帯 0.16 0.36 0 1 0.18 0.39 0 1
年上のきょうだい数 0.67 0.79 0 7 0.72 0.82 0 10
父親学歴
中学 0.05 0.22 0 1 0.05 0.22 0 1
高校 0.37 0.48 0 1 0.40 0.49 0 1
短大・高専または専門学校 0.16 0.37 0 1 0.14 0.35 0 1
大学 0.32 0.47 0 1 0.28 0.45 0 1
欠損 0.10 0.30 0 1 0.12 0.33 0 1
母親学歴
中学 0.03 0.17 0 1 0.03 0.18 0 1
高校 0.39 0.49 0 1 0.45 0.50 0 1
短大・高専または専門学校 0.41 0.49 0 1 0.38 0.49 0 1
大学 0.13 0.34 0 1 0.10 0.30 0 1
欠損 0.04 0.19 0 1 0.04 0.20 0 1
学校外教育支出（万円） 1.30 1.33 0 6 1.75 1.49 0 6
教育支出の負担感
負担に感じない 0.53 0.50 0 1 0.40 0.49 0 1
やや負担に感じる 0.38 0.48 0 1 0.42 0.49 0 1
とても負担に感じる 0.09 0.29 0 1 0.18 0.39 0 1
相談できる友人・知人
あまりいない・全くいない 0.16 0.37 0 1 0.19 0.39 0 1
ある程度いる 0.68 0.47 0 1 0.68 0.47 0 1
　 たくさんいる 0.16 0.37 0 1 0.13 0.34 0 1
学校行事への参加
あまりしない・全くしない 0.03 0.17 0 1 0.14 0.34 0 1
時々する 0.17 0.38 0 1 0.35 0.48 0 1
よくする 0.80 0.40 0 1 0.51 0.50 0 1
学校の教育目標や方策
知っている 0.60 0.49 0 1 0.53 0.50 0 1
知らない 0.40 0.49 0 1 0.47 0.50 0 1
小学6年生 中学3年生
